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1．はじめに

　先進諸国に限らずBRICsや多くの国々でも，国際競争の

中で優位性をもたらす主因はイノベーションであるとの認

識が広がっている。しかし世界経済の統合がもたらしたも

のは企業間や国家間の熾烈な競争だけではない。国境の枠

を超えて連携するこれまでにない状況も生み出した。それ

ぞれが技術，資源，労働，資本などを提供して国際的に分

業しながら目的に向かって協働していくビジネスモデルが

確立した。

　この国際協働ビジネスモデルは，最終製品の設計に基づ

いて世界中の様々な企業が部品を製造した後にこれらを製

品に組み上げて世界市場に提供することで成立する。この

ビジネスモデルにおいては，全体の動きを企画調整する機

能を担う者の重要性が増す一方で，個々の機能を担う者も

国境を越えた世界的な役割を果たすことになる。即ち，優

れた技術体系を確立し必要な機能を先導的に提供できれ

ば，規模の小さい企業でも世界的に事業を展開しその市場

で圧倒的な地位を確立することができる。

　こうした変化を先導し支えるのがイノベーションであ

る。しかしそのイノベーションは製造技術の技術革新と同

義語ではない。プロセスイノベーションやプロダクトイノ

ベーションの範囲に留まるものでもない。顧客管理，品質

保証，リスク管理，組織運営，社会や政府との係り方など，

国際的な広がりの中で協働しつつ効果的かつ効率的に機能

を果すために必要な諸々の事柄に広く及ぶ。

　この大変動の下で，ものづくりに係る付加価値の重心も

変化した。製品を組み立てる段階の価値が相対的に低下す

る中で，ビジネスモデルの概念を創出し運用する段階や製

品にとって重要な機能単位を実現する段階の価値が高まっ

た。さらに，機能単位としての部品を小型化し簡潔に性能

を実現する傾向が強まる中，部品の性能を実現する方策も

微妙な擦り合わせと複雑な組み立てによる従来の方法から

材料に強く依拠した簡素な方法へと変った。この構造変化

で1980年代に一世を風靡した日本の電機電子産業の国際

競争力は急速に低下した。一方，材料のイノベーションが

大きな決定要因であるとの認識が広まり，1990年代以降日

本の材料産業が役割を拡大する新たな機会が巡ってきた。

　しかしここでいう材料とは素材や基礎化学品といった汎

用型のコモディティ製品を意味してはいない。特定の目的
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に応える機能を持った材料であり機能性化学品である。そ

して部品に求められる性能を材料の特性で一気に実現して

しまうという視点からみれば，部材と呼ぶべきものである。

化学産業は機能化学品を提供する部材産業，即ち機能性化

学産業へとビジネスモデルの変革を遂げた。この姿こそが

イノベーションであり今日の競争力の主たる要因である。

　その中でプロセスイノベーションやプロダクトイノベー

ションは重要ではあってもその一部に過ぎない。全体を先

導するポリシーイノベーションが必須であり，その下でそ

の他の諸々のイノベーションが展開してはじめて，世界の

中における地位を確立することができる。

2．化学産業の素材産業から部材産業への
進展

　化学産業は無機化学，油脂化学，電気化学，石炭化学，

石油化学と翼を拡大してきた。高度技術を欧米から導入し

てプロセスイノベーションを興すことによって新たな資源

を活用する道を開くと同時に，プロダクトイノベーション

によって新しい素材の提供に繋げてきた。そして石炭化学

産業が石炭を活用してフェノール，ベークライトなどの素

材を，石油化学産業がナフサを含む原油を活用してエチレ

ン，ポリエチレンなどの素材をもたらしたように，その都

度それまで活用していなかった資源を原料として活用しな

がらそれまで存在しなかった種々の素材を社会に送り出し

た。鋼鉄を生産する鉄鋼業，銅鉛亜鉛を生産する非鉄金属

業，アルミニウムを生産するアルミ精錬業などのそれぞれ

の鉱石を原料にする他の素材産業と同じ文脈で捉えること

ができる。

　しかしこれらの素材産業と違って化学産業の原料の大半

を占めるのは化学製品である。勿論，一次原料は水，空気，

塩，石油，石炭，鉱石などの天然原料であるが，そこから

出発して作られた化学製品を次の段階では原料として活用

する。そして次々と段階を重ねて多彩な化学製品を創り出

す。この点が化学産業の大きな特徴である。

　石油化学産業を中心に基礎素材の範囲を念頭において化

学産業を論じる時代が1990年代まで長く続いた。化学産

業を遅れてきた男と称して他の産業分野に比べて出遅れて

競争力が弱い分野として論じた書籍や経済産業省の政策も

基礎素材に視座を置いていた。しかし化学産業は，基礎素

材を原料として活用しながら何段階もの過程を経て，半導

体材料，表示材料，タイヤ，フィルム，医薬・農薬など多

彩な製品群を創りだしていた。

　化学産業の基礎素材分野とこうした化学製品分野を比較

すると，付加価値では早くも1975年に，出荷額でも1990

年には，後者が前者を上回っていた。無機化学産業から石

油化学産業に連なる縦の展開の系譜から多様な化学製品を

広く社会に浸透させていく横の展開の系譜に化学産業の主

役が代わっていた。化学産業は素材産業から機能性化学品

を創り出し提供する部材産業に既に転化し始めていた。

1980年代に化学産業に対する認識を改めるべきだとの提

起をした所以がここにある。

　こうした視点から改めて化学産業を見ると，石油化学産

業を中心に20兆円強と言われていた化学産業の出荷額は

40兆円近い額に変わった。付加価値は20兆円近くに及び

製造業の中で第2位であった。そして従業員一人あたりの

付加価値に至っては製造業の中で1位であった。ここに化

学産業が人々の生活を支える主役であることが明らかに

なった。さらに，化学産業の貿易収支の黒字幅は1990年

代を通じて2倍に拡大して1.5兆円に達した。国際競争力

の視点からみても化学産業が日本経済を先導する新たな状

況が現出していた。 

3．機能性化学産業の国際競争力の実相

　1990年代に機能性化学産業の国際競争力の実相が個別

分野の事例によって明らかになった。タイヤ30 %，写真

フィルム50 %，半導体材料70 %というように種々の化学

製品分野の世界市場で日本企業が圧倒的な立場を占めてい

た。その後，液晶表示材料，有機半導体材料，リチウムイ

オン二次電池材料などの諸々の分野でもこの傾向はさらに

拡大した。価格が大きな決定要因で激しく変動する基礎素

材の市場とは大きく異なる市場でこうした優位性は新たな

情況をもたらした。需要家との関係も納入業者と呼ばれる

上下関係から変化し始めた。政府との係り方にもそれまで

と異なる現象が現れた。

　日本の半導体材料の工場で火災が発生した際に，早期再

建と米国企業への供給確保を間髪を入れず真っ先に申し入

れてきたのは米国政府であった。また，日米の貿易摩擦も

違いを反映する場面の一つとなった。米国政府による日本

製品に対するダンピング提訴などを端緒に始まった繊維，

鉄鋼，半導体，自動車などの分野での貿易摩擦は，いずれ

も日米両政府の交渉を経て日本側の一方的な自主規制とい

う結末で収束した。しかし高い市場占有率を持つ機能性化

学品に係る摩擦は全く異なる経過をたどった。

　自動車に使われる化学製品に対する米国政府によるダン

ピング提訴は，その製品の主要な需要家である米国自動車

企業の猛烈な反対に合い，両政府の交渉を待つまでもなく

米国政府が提訴を取り下げて収束した。日本車の米国にお

ける市場占有率は増加したとはいえ数割にしか過ぎない。

この機能性化学品の世界市場における市場占有率は7割近

くに達していた。供給の代替先を見出し難い状況の中では
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ダンピング提訴がもたらす製品の大幅値上がりの結果は米

国自動車企業が背負いこまざるを得ない。米国自動車企業

がダンピング提訴に反対した所以がここにある。

　日本のタイヤ企業が米国のタイヤ企業を買収した後，全

米で労働争議が勃発した。1年を超える労働争議を巡って

米国政府から日本政府に申し入れがおこなわれた。しかし

当該企業は政府間交渉を望まず，米国政府を相手に米国内

で訴訟を提起した。そして陪審制度のもとでも勝訴した。

写真フィルムにおいても日米の政府間交渉はおこなわず，

貿易問題に関する国際裁判所に当たる世界貿易機構（WTO）

におけるパネルにおいて勝訴した。 

　これらいずれの事例も，日米の政府間交渉という道を断

ち切って政治や行政の論理に振り回されることを回避しつ

つ，社会的な或いは世界的な規範に従うことを基本にビジ

ネスの論理で行動することを貫徹した。その結果，政府間

交渉で自主規制に追い込まれた他の分野の事例とは全く異

なる成果を得た。

　その背景にあったのは強い競争力がもたらした市場占有

率の高さである。換言すれば，その社会に広く受け入れら

れ深く浸透しているという事実であった。タイヤは自動車

の一部である。したがって自動車の価格はタイヤの価格よ

り高く，自動車企業の売上高の方がタイヤ企業より大きい

のは当然のことである。売上高の大きさはそのまま競争力

の強さを意味しない。市場占有率が自動車企業より高いタ

イヤ企業の競争力の方が強いのである。社会への浸透度も

高く，イノベーションは進んでいるのである。 

4．機能性化学産業を特徴づける評価技術
体系の意義　

　化学産業は，多種多様な原子・分子を組み合わせて多岐

にわたる反応をおこし材料の一次構造を構築し，さらに二

次，三次そして高次構造まで制御する。その自由度の大き

さは他に比べるものがない。さらに多彩な方法で成型し材

料を削り込むなど多様な方法で加工する。これまで化学材

料が他の材料分野を広く代替できたのは，この自由度の大

きさがもたらす多様性に依るとことが大きい。

　電機電子産業に比べて自動車産業の競争力が強い要因と

して「擦り合わせの技術」の重要性が語られる。金属材料を

削り込みながら微妙な調整をおこない必要な性能を実現す

る妙味を語ったものである。これに対して機能性化学産業

の競争力の源泉として提起したのが「創り込みの技術」であ

る。創り込みの技術は，分子の一次構造の制御から成型加

工に至るまで擦り合わせの技術をはるかに凌ぐ広範な自由

度を持っている。これこそがこの分野の大きな特徴であり，

他の分野と比べて将来に向かって大きな可能性もたらす特

徴である。

　では，機能性化学産業を部材産業たらしめている特徴で

あり，そして素材産業とは異なる産業に特徴づけている最

大の技術的な要因は何であろうか。そのひとつが評価技術

体系である。

　素材は化学物質でありそれぞれ融点，引火点，毒性といっ

た科学的に一義的に決まる固有の特性（Property）を有してい

る。機能性化学品も化学物質である限り，この点において

何ら変わるところはない。しかし部材である機能性化学品

の評価は，素材と同様な視点による特性の評価の範囲に留

まらない。部品の評価と同様な視点から性能（Performance）

を評価することが，機能性化学品の評価において必須かつ

重要である。

　タイヤを例にとれば，素材であるゴムとしての特性に加

えて，走行性や耐久性などの性能を評価する。さらに近年

は乗り心地や騒音低減に係る性能なども評価する。このよ

うに性能の評価は，科学的に一義的に決まる特性の評価と

大きく異なり，顧客の求める機能の違いによって評価する

視点も内容も方法も千差万別である。さらに社会の変化の

中で評価の視点も項目も方法も変動し時とともに拡大して

いく。

　素材企業が機能性化学産業に参入する際に直面する最大

の困難のひとつがここにある。したがって参入を目指す素

材企業は，先ずは顧客の提示する仕様（スペック）に従って

生産するところから出発する事例が多い。即ち，カスタム

製品を提供する顧客対応型ビジネスモデルである。

　しかしこの段階に止まっていたのでは高い利益率は得ら

れない。顧客の求める性能や評価方法などについて顧客と

同等以上に熟知し逆に顧客に対して仕様を提案しつつ顧客

の示す仕様を超えた超カスタム製品を提供する段階，即ち，

機能提案型ビジネスモデルへと移行してはじめて高い利益

率の確保が望める。

図1　ポリシーイノベーションが導くビジネスモデルの進化
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　そのためには顧客との共同開発などは序の口であり，顧

客の生産ライン一式を自らも備えて独自に性能を評価する

ことさえ必要になる。しかしこれでもまだ不十分である。

顧客の先の顧客の動向や社会の変化をいち早くつかみ取

り，仕様の提案に結実しなければならない。顧客の先を行

くことなくして顧客を唸らせる提案はできない。

　1980年代に日本の素材企業は日本の電機電子企業が命

ずる半導体材料の仕様によって厳しく鍛えられた。試験の

ために提供した試料の量が最後の売上量よりも一桁多いと

いう事態さえ発生した。しかし今日，世界の半導体の仕様

を決めているのは米国及び韓国の半導体企業そして日本の

半導体材料企業である。なぜならば，日本の半導体材料企

業がどのような性能を実現できるかが将来の半導体の性能

を決める大きな要因となっているからである。

　こうした規範策定者（Rule Maker）の立場に立つことが競争

において圧倒的に有利な状況をもたらすことは論を待たな

い。日本の半導体材料企業はこうした状況にある。これに

対して日本の半導体企業は次世代の半導体の仕様が公表さ

れた後にこれを知り日本の半導体材料企業よりずっと遅れ

て追いかける規範追随者（Rule Follower）の立場にある。これ

では高い市場占有率も利益率も望めない。

　素材企業が機能性化学企業に進展するためには，創り込

みの技術が持つ大きな自由度を活かしたプロダクトイノ

ベーションやプロセスイノベーションが重要であることは

当然として，評価技術体系の確立や顧客との新たな協働関

係の構築など，他にも多くのイノベーションが不可欠であ

る。こうした変革のためには，従来の延長線上にはないと

ころへの大きな資源投入や長年にわたる恒常的な活動が不

可欠であり，経営の変革，即ちポリシーイノベーションが

必須である。

5．化学産業の新展開

　社会の価値観の変遷を踏まえると，機能性化学産業の今

後を論じる上で最も重要な視座として登場するのが，人間

の健康や環境に対するリスクの管理である。化学物質のも

たらすリスクを管理するために国際的な規範が次々に策定

されている。欧州の新しい法律（REACH）の制定を契機に米

国，台湾，韓国，中国など世界各国でも法律体系の整備が

急展開している。

　この国際合意を踏まえ，科学的基盤の整備状況や人材・

組織の能力そして活動の実績及び取引関係者との連携や社

会への情報公開の実施状況などの視点を加味して，化学物

質のもたらすリスクを総合的に管理する能力を評価する指

標を開発した。この評価指標を活用して日本の企業，政府・

政府機関，大学，試験評価機関を評価すると，日本政府は

100点満点で20点半ば，日本の上場企業244社の平均は50

点強で1点台から90点台まで分散している。REACHに単

独で対応できる90点近い企業は数社に過ぎず，欧州市場

からの撤退を余儀なくされた企業も多い。そして政府・政

府機関はこの水準に遠く及ばない。

図2　日本の企業・政府・大学の化学物質リスクに関する総合管理能力の実相

図3　商品価値の構造
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　そもそも化学物質のハザード（有害性）は化学物質が持つ固

有の特性であって不可分である。また，労働者，消費者，

市民，環境に化学物質が曝露することによってもたらされ

る実際のリスク（危険性）は製品の性能の一部である。機能性

化学品の機能が求める正の性能であるとするならば，リスク

は避けたい負の性能である。正の性能のみならず負の性能

も適切に創り込んでいくイノベーションが求められている。

　そしてここにおいても重要な役割を果たすのが，ハザー

ド評価技術，曝露評価技術であり，そしてこれらを加味し

て実際のリスクを評価し管理する技術である。これらの評

価技術体系は規範づくりに係る事柄であって，ものづくり

に係る他の技術体系とは大きく異なる。したがってその構

築には経営段階におけるポリシーイノベーションが欠かせ

ない。この点における経営の意識の差が化学物質の総合的

なリスク管理能力の大きな格差をもたらしている。加えて

日本の化学物質総合管理に係る法律体系の不備が日本の機

能性化学産業にとって重大な足枷となっており，この点の

ポリシーイノベーションも必須である。  

　リチウムイオン二次電池の分野で画期的なビジネスモデ

ルが生まれつつある。電池の製造工程で使われる機能性化

学品を徹底的に回収した上で新品を超える純度まで精留す

ることによって，何時までも循環して使用する事業が動き

始めた。従来のリサイクルでは供給した新品の一部分をリ

サイクルするに過ぎず，大部分を気中や水中に排出してい

た。このビジネスモデルでは98 %が循環する。新たに投

入する新品は使用過程で減耗した分を補充する2 %に過ぎ

ない。

　このビジネスモデルに期待する事柄は，環境中への放出

を無くし人の健康や環境への影響を防止することだけでは

ない。遥かに大きな意味は，これまでの物の売買を前提に

した大量消費型のものづくりから脱却して，物は必要な機

能を得るための媒体に過ぎず機能を得た後には物は返却す

るという循環機能提供型のものづくりに転換してゆくひと

つの契機になるところにある。

　同じ視点に立ってみれば，天然資源を出発点に供給して

きたレアメタル，レアアース，非鉄金属，鉄鋼などについ

ても，日本が世界に先駆けて歴史に残るものづくりの大転

換を成し遂げ得る可能性が見えてくる。結果として大幅な

省エネルギー，省資源，省廃棄物が実現できるのみならず，

安全保障上の意義も大きい。ここでも先ず必要となるのは

企業や政府におけるポリシーイノベーションである。

6．おわりに

　機能性化学産業は貿易収支の黒字を維持し付加価値生産

性を高める要因のひとつになっている。そして資源やエネ

ルギーの消費が少なくまた組み立て産業のように多くの人

手を必要としない。少子化が進む21世紀の日本社会にとっ

ては，高い生活水準を維持するために重要な役割を担うこ

とが期待できる数少ない産業分野である。  

　今後は内外において環境保全やリスク管理に対する意識

が増々高まる。そして新たな規範が次々に策定されていく。

ものづくりもこうした社会の動向を積極的に取り入れ世界

を先導していくことが必須である。ものづくりと規範づく

り，より広く言えば物語づくりが車の両輪の如く連動して

はじめて価値づくりにつながる時代が来ている。規範追随

者の立場を脱して規範策定者の位置を確保することが重要

である。このことを肝に銘じながら機能性化学産業のビジ

ネスモデルのさらなる変革を目指してイノベーションを全

方位的に進めていくことが重要である。

図4　価値創造の構造
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　化学工学の社会への重要な貢献は，単位操作（Unit Process）

と体系（System）という概念を提起したことである。その神

髄は，それぞれの機能単位の性能をしっかりと確立したう

えでそれらを連結して体系を組むことによってより上位の

機能単位を創り出すことである。そしてそれを繰り返すこ

とによって順次さらに高次の性能を生み出すことである。

個々の設備を作成する時だけでなくビジネスモデルを構築

していく上にも，こういった考え方は有効である。

　化学工学の徒には，プロセスイノベーションやプロダク

トイノベーションを具現化する役割を超えて，機能提案型

の機能性化学産業のさらなる進展を先導するポリシーイノ

ベーションを主導する役割を期待したい。しかし，機能提

案型ビジネスモデルは通過点に過ぎない。その先には規範

機能提供型ビジネスモデルという高峰が待っている。物の

売買を前提にした大量消費型のものづくりから脱却して，必

要な機能を得た後はその機能の媒体に過ぎない物は返却す

るという循環機能提供型のものづくりの構築を先導するポ

リシーイノベーションを担う大役がその後には控えている。
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